
2．高潮氾濫災害の現地調査
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写真－１に示すように，松合地区は東・北・西の三

方を丘陵に囲まれ，南は八代海に面した鍋型の地形を

呈しており，海岸線に沿って国道266号との兼用施設

である海岸堤防（T,P.+4.8ｍ）がある．同地区には３箇

所の船溜があり，その護岸天端商はＴ､P.+3.2ｍである．

また，それぞれの船溜の入口は幅２０～３０ｍ程度の開

口部で八代海と通じているが，水門は設侭されていな

い．今回の高潮氾濫災害で大きな被害を受けたのは，

県道と国道に囲まれた半円状の地区である．この地域

は２．２節で述べるように，安政元年（1854年）の山

須地区の大火（141戸全焼）で家屋を失った人たちを

移転居住させる目的で安政２年に干拓された造成地

（屋敷新地）であり，現在の県道がほぼ当時の海岸線

に相当する．また，この地区は満潮時（Ｈ・ＷＬ＝

秋の大潮であった平成１１年９月２４日の早朝４時ご

ろ熊本県牛深市に上陸した台風9918号は,観測史上肢

大の瞬間風速66.2ｍ/ｓという羅風を伴いながら有明海

を北上した．さらに，熊本県では台風接近時刻が上げ

潮と重なったため，八代海湾奥の不知火町松合地区で

高潮氾濫が発生し，１１名もの尊い人命が奪われるなど

過去般悪の被害を被った（滝川ら，2000a，ｂ)．現在，

松合地区の災害復旧対策としては商潮氾濫の被災要因

の解明とともに，同地区の特徴を活かした災害対策方

法が検討されている．

本論文は今回の尚潮氾濫災害に側する調在検討結果

であり，その目的は次の通りである．

l）現地調査により，氾濫痕跡間や海水進入経路など

の災害特性を訓益するとともに，松合地区における

満潮氾濫災害の被災要因を同地区の歴史的・社会的

背紫をも含めて調在する．

2）数値解析により，氾濫状況や氾濫水の流体力分布

を調べ，氾濫災瞥のメカニズムを明らかにする．

3）現在提案されている災害対策工法の右効性を危険

度評価という観点から検討を加えるものである．
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写真－１松合地区の全景
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T,P.+１．８４ｍ)に海面下となる低平地(T・P.+1.0ｍ程度)が

多く存在している．

現地調査では，被災状況や海水侵入経路等の聞取り

調査および沿道のガードレール等への付着物や法面の

崩壊跡などを詳しく調べるとともに，氾濫痕跡高を水

準測量により測定した.大潮であった９月２４日の満潮

時刻は午前８時頃であったが，聞き取り調査によると

午前５時30分ごろ開口部より進入してきた海水が船溜

の護岸天端を越水し，堤内地に流入した．堤内では平

屋の天井付近まで一気（約５～１０分程度）に冠水し，

さらに,約３０分でほぼ国道と県道に囲まれた地区が床

上・床下浸水した（図－１の斜線部分)．

水位（T・P.+4.5ｍ）が今回の商潮の般大潮位に相当する

ものと考えられる．なお，滝川・田測（2000）は高波

と高潮の相互作用を考脳した商潮計算を実施し，この

他が妥当であ為ことを示している．
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写真－２は和田船溜の護岸堤防要法而を撮影したも

ので，海水の越水によって激しく洗屈された痕跡が示

されており，このような婆法面の洗屈は他の船溜周辺

でも確認された．また，国道側の堤防の一部（山須船

溜開口部付近）でも越水の痕跡が確認できたが，洗屈

規模は船溜周辺に比べると小規模であった．よって，

聞き取り調査と同様に痕跡調査からも，海水の堤内地

への進入は国道堤防ではなく，３つの船溜の護岸堤防

を越水したことが支配的であることを確認した．

写真－３は家屋に残る浸水痕跡の一例であり，ここ

では屋根に残った“おかぐず”を示している．浸水高

さの痕跡調査では，このような痕跡を手がかりに平成

１１年９月２８日～１０月１日に掛けて水準測最を行った．

その結果,松合地区の痕跡高はＴ・P.+4.1～4.5ｍであり，

熊本県が対岸の砂川，氷川などで行った調査結果

（T､P.+4.1～4.2m）とほぼ一致することがわかった．

なお，八代海湾奥では潮位等の海象観測所が存在しな

いため，今回の高潮の詳細なメカニズムについては別

途数値解析を行う必要があるが，松合地区での最大湛

写真－２和川船淵背後の越水による法而洗屈状況

２．１今回の高潮氾濫の災害特性

表－１は，松合地区における浸水箇所の被災状況を

ブロック毎に示したものである．なお，ブロック分け

は，仲西船溜を境として県道と側道に囲まれた西側堤

内と東側堤内地区，および比較的地盤の商いその他の

地区の３ブロックに区分した．表より，犠牲者は西側

と東側地区のみに出ており，地盤の荷い地区との相違

は歴然である.つまり,低平地が防災設備の不備によっ

て高潮の直蝶を受けた吻合の危険度の高さがよく分か

る．安田（1999）は，死亡リスク（＝死者数／対象区

の人口）は，没水商さ等よりも家屋の流失や全壊率と
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図一Ｉ浸水状況調査図（熊本県漁港課）

（図中の黒い四角印は倒壊家屋を表す）

写真－３浸水痕跡満の調査状況
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２．２松合地区の土地利用変遷および災害史

松合地区での高潮氾濫災害の対策工法を検討する上

では，この地区ではどのような土地利用がなされてき

たのか，また，満潮時には海水面よりも低くなる土地

になぜ多くの人々が住むようになったのかなどの経緯

を歴史的・社会的背景から明らかにすることも重要で

あると考えられる．そこで，同地区の土地利用変遷や

災害史について現地での聞き取り調査および文献調査

（例えば，不知火町史，１９７２；不知火町郷土史研究会，

2000など）を行った．調査結果によると，屋敷新地は

1854年の山須地区の大火(写真－４の右側の黒色部)で

家屋を失った人たちの住宅用の土地として1855年に

干拓されたものである．しかし，干拓地内は現在の県

道から国道に向けて約3％程度の勾配で地盤高が低く

なっているため，当初住宅地として利用されたのは，

比較的地盤の高い県道沿いのみであり，その他の場所

は仲西船溜を中心に，西側が塩田，東側は農地として

利用されていた（写真－５)．

次に，高潮の発生頻度を調べてみると，有明海・八

代海沿岸では10年に１～２回の頻度で発生しているも

のの，松合地区が高潮により大規模な被害を受けたの

は約100年前の1874年（明治７年）まで遡る．このた

め住民の高潮災害に対する意識はしだいに薄れていた

ようである．さらに,昭和46年に沖合堤防との併用施

股である現在の国道266号が供用されると，堤内地は

安全かのように受けとめられ，それまで塩田や農地と

して利用されていた地盤の低い場所にまで民家が建設

されるようになり，被災前には写真－１に示すように

かなりの住宅が国道背後付近まで存在していた．

また，平成３年の台風９１１９号では，台風の接近時刻

が干潮時であったものの，仲西船溜の護岸天端まで水

有用性が確認できた．

以上，ここまでをまとめると，松合地区の今回の高

潮氾濫災害では，大愚の海水が３つの船溜から氾濫し，

短時間で流入した結果，大きな氾濫流速となり，強大

な流体力が生じたものと考えられる．家屋の損失率が

高潮氾濫時の流体力の大きさに支配されるものとすれ

ば，今回の災害が激甚化した理由が理解できるととも

に，低平地で高潮氾濫が生じると被害が甚大となるた

め，氾濫流速を低減させて流体力を低下させることで，

被害を最小化する‘‘減災，，という防災的視点に立った

土地利用対策も必要と考えられる．そこで次に，これ

までの松合地区における土地利用変遷などについて調

査を行った結果について述べる．

極めて高い相関があることを示した．そこで，今回の

災害による死亡リスクと家屋の損失率（全壊戸数／全

棟数）の関係を図－２に示す．

図中には伊勢湾台風やバングラディシュの災害など

の結果も合わせて示しているが，家屋の損失率と死亡

リスクとの間には明確な相関が認められる．つまり，

高潮の規模や場所が異なっても，両者には普遍的な関

係が存在する事を示すものである．安田（1999）は家

屋の損失率が高潮災害による死亡リスク予測の指標と

して有用であることも示したが，今回の災害でもその

表－１不知火町松合地区の被災状況
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家屋の損失率

図－２家屋の損失率と死亡リスクの関係
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西側地区 東側地区 他地区

人口（人） 1０１ 118 163

死者（人） ９ ２ ０

棟数（戸） 3９ 3７ 5１

浸水（戸） 3９ 3７ 5１

全壊（戸） ２１ ６ ３

半壊（戸） 1２ ４ ３

死亡リスク 0.089 0.017 ０

全壊率 0.538 0.162 0.059



ここでは，数値解析を用いて氾濫状況や氾濫水の流

体力分布を調べ，氾濫災害のメカニズムを明らかにす

るとともに，現在，松合地区高潮対策検討委員会（委

貝長：滝川清）で検討されている対策工法（堤内地の

地盤嵩上・国道前面の防波堤形状の変更）の有効性を

危険度評価という観点から検討した．

なお，危険度評価の指標としては多種多様なものが

考えられるが，本研究では，

a）家屋倒壊に関係する氾濫水の流体力（密度×浸水

高×速度の自乗）

b）避難時間と密接に関係する氾濫開始後水深50ｃｍ

までの没水するのに要する経過時間

の２つの指標を用いて検討を行った．

3２ 台風9918号による尚潮氾濫災害の被災要因とその危険度評価

(4)
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位が上昇したとの報告もあるものの，特別な災害対策

は誰じられてこなかったようである．

以上のことから，今回の被害を大きくした要因とし

ては，氾濫水の持つ強大な流体力という自然要因のみ

だけではなく，満潮に対する危険意識の低下，ならび

に堤内地において防災上適正な土地利用が必ずしも行

われてこなかったという社会的要因もその1つとして

考えられ，今後の高潮災害対策への教訓として重要な

事項と考えられる．
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3．数値解析による氾濫メカニズムの解明と対策

工法の有効性の検討写真－４屋敷新地
(松合郷土賓料館所蔵）

１００２００３００４００５００６００

図－３解析領域（図中の数字は痕跡商さの比較点）＜ケース①～④＞

21310

写真－５松合地区全溌（昭和１０年ごろ）
（松合郷土盗料･館所蔵）
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ここに，ＣＤは抵抗係数である．

実際の解析には差分法を用い，変数はスタガード配

置とした．基礎式の離散化は移流項に３次風上差分を

用いた以外は岩佐ら（1980）に従い，氾濫水のフロン

1卜条件も同様にフロントの移動限界水深をhc=0.001ｍ

として計算を行った．開口部からの流入条件は次節で

述べるので，越水条件について以下に説明する．前述

のように今回の氾濫は破堤ではなく，船溜に進入した

海水の越水により生じている．そこで計算上の越水条

件を設定する必要があるが，ここでは船溜の水位が護

岸天端高を＋5.0ｃｍを越えた時に越水が始まるものと

して計算を行った．また，これら以外の計算条件は表

－２に示すとおりであるが,その詳細は山田ら（2000）

に詳しい．

３．１氾濫流の基礎式

従来の高潮氾濫計算では，比較的広い範囲を計算対

象としているため，計算格子間隔が３０～５０ｍ程度と

粗く，地勢条件を正確には表現できない．そのため，

底面の粗度係数の違いとして地勢条件を取扱う計算例

が多い（例えば，岩佐ら，1980;土屋ら，1984)．佐藤

ら（1989）は構造物による流体抵抗を考慮した解析方

法を示している．しかし,格子間隔が50ｍと粗いため，

単位面積当たりの家屋数と家屋形状を正方形に置換え

た時の一辺長を変数として取り扱っており，地物条件

（家屋など）が正確には考慮きれていない．今回の対

象領域は図－３に示すとおり,沿岸方向700ｍ,岸沖(陸

上部のみ）方向300ｍと比較的狭い範囲となる．そこ

で，別途行った細部地形測量結果に基づいて計算格子

間隔を５ｍとし，家屋一軒ごとを計算機に認識させ，

地勢条件と地物条件とをより正確に再現した．さらに，

家屋を透過性構造物としてモデル化し，その形状はも

とより，氾濫水に対する流体抵抗として基礎式中に取

入れた．図－４の座標系に従い，今回の計算に用いた

基礎式を以下に示す．

Ｚ
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図－４座標系（y軸は奥行き方向）
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ここに，Ａは水深，９は船溜開口部からの海水流入量

（後述の計算ケース①～④のみ考慮,それ以外は0),Ｕ，

Ｖはx,ｙ方向の断面平均流速，〃，〃はx,ｙ方向の流

斌フラックス，ｅｂは基準面から地盤までの高さ，βは

流体の密度,ｇは重力加速度,〃はマニングの粗度係数，

ツアは渦動粘性係数，厩，局は家屋による流体抵抗を

表す．本研究では家屋を透過性構造物として扱うため

に家屋の空隙率Ｇを考え，次式で流体抵抗を表す．

格子間隔（△x,△y） 5.0ｍ

計算時間間隔（“） 5/10008

抵抗係数（CD） 2.5

空隙率（８） 0.8

渦動粘性係数（吟） 1.0,2ね

マニングの粗度係数

("）

０．０２

(裸地､;潮溜､水域）

０．０４

(家屋、道路）
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表－３地盤糊上の計算ケース

くぴ］

３．２氾濫メカニズムの解明と堤内地盤嵩上の有効性

の検討（ケース①～④）

計算領域は図－３に示すように，沿岸方向700ｍ,岸

沖方向（陸上部のみ）300ｍであり，計算格子間隔を

5ｍとし，家屋一軒ごとを認識させ，建物，道路などの

地勢条件をより正確に再現した．また，図中の矢印は

海水流入点（３ケ所)，国道背後の黒色部分は堤内に現

存する潮溜（２ヶ所）を示す．計算ケースは表－３に

示すとおり，ケース①:現況（氾濫状況の再現)，ケー

ス②，③：地盤嵩上のみ，ケース④：地盤嵩上と現存

の潮溜を残す，の合計４ケースについて計算を行った‘

なお，ケース②で地盤嵩上高を一律ＤＬ.+5.3ｍに設定

したのは，今回の高潮氾濫による被害がこの高さ以下

の土地に集中していたためである．また，ケース③，

④の，.L,+5.0ｍとは,堤内に現存し曳家工法が不可能

な松合食品工場等の周辺状況とも照らし合わせ，委員

会において現実的と判断された地盤嵩上高である．

られた松合沖合での計算潮位を使用した．図－６は松

合沖合における平成１１年９月２３日午後12時以降の潮

位を再現した計算結果である．現地調査では松合での

股大潮位はＴ､P.+4.5ｍであるが,計算でもＴ､P.+4.31ｍ

の潮位を再現しており，十分な計算糖度を有している

なお，今回の氾濫計算では護岸天端高（T,P.+3.2ｍ）と

ほぼ等しい午前５時45分の潮位（T・P.+3.04m）を海域

全体の初期値として与え,静止状態から６０分間の計算

を行った．また，今回の計算では左右の境界での海水

の出入りは考慮していない．

(鋤？“

３．３国道前面での防波堤形状変更の有効'性の検討結

果（ケース⑤～⑥）

ここでは，国道前面の防波堤形状の変更が浸水時間

の遅延などに対して，どの程度有効であるかを検討す

る．計算領域は図－５に示すように,沿岸方向に700m，

岸沖方向に700ｍである．計算ケースは，現況の防波

堤形状（ケース⑤）と和田．仲西船溜への直接的な流

入を緩和する目的で両船溜を防波堤内に取り込む場合

（黒色部分ケース⑥）の２ケースとした．境界条件と

しては，図中のＡ－Ｂ上で強制潮位を与えるが，この

値は別途行った高潮計算（滝川．田測，2000）より得

台風9918号による高潮氾濫災害の被災要因とその危険度評価
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図－５計算領域（ケース⑤へ-⑥）
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間

Ｉ

＃

ケース

①

②

③

④

地盤簡上商および糊上範囲

現況（樹上なし）

現地盤高（､.L､+5.3ｍ）以下の地域を一律、L､+5.3ｍに嵩上

現地盤高（､.Ｌ､+5.0ｍ）以下の地域を一律､.L,+5.0ｍに嵩上

現地盤高（,.L,+5.0ｍ）以下の地域を一律､.L､+5.0ｍに嵩上

現存の潮溜の取扱い

有

残さない

残さない

残す
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ン変化させて計算を行い.氾濫開始後30分での浸水高

を実測した痕跡高と比較することで．流入条件を決定

した．

図－７に氾濫開始後30分での浸水範囲(氾濫水のフ

ロント）の計算結果を示す．図－１の浸水状況の調査

結果と比較すると，浸水範囲は定‘性的によく一致して

いることがわかる．そこで計算結果の定量的な精度を

検証するために,図－３中の１０ヶ所の痕跡高実測点と

の比較結果を図－８に示す．図より，計算結果は全体

的に実測値とよく一致しており，本計算手法は定量的

にも十分な精度を有していることが確認できる．

図－９は氾濫開始後１０分までの流況を時系列で示し

たもので，氾濫水のフロントと流速ベクトルを重ねて

描いている．これらの図より，仲西船溜を境にした西

側と左側地区では氾濫水の広がり方に明確な相違が見

られる．つまり，東側では氾濫水はまず国道堤防背後

にある裸地や潮溜を中心に広がり，その後住宅地へと

侵入しているのに対して，西側では氾濫水は直接住宅

地に広がっている．表－１に示したように，東側に比

べて西側で犠牲者や全壊家屋が多いのは，このような

氾濫水の運動特性による氾濫水の持つ流体力の大きさ

の相違が影響していると考えられる．そこで次節では，

氾濫水の流体力などの計算結果について考察する．

５
４
３
２
１
０

（
嶋
飛
，
』
．
ご
逼
硬

(7)

→||←計算区間

iｌ

灘

、Ｅ＋３０４ｍ

JAN １１

１１

１，１
－１

９ ４

９/２４０時９/２４６時
９

９/２３１２時 (時刻 ）

図－６計算潮位の時間変化（松合沖合）

4．計算結果と考察

４．１災害当日の氾濫状況の再現計算結果

まず当日の氾濫状況の再現を試みるが，付近に海象

観測所が存在しないため，計算上の外海との境界とな

る船溜開口部での流入条件（単位幅流量）の設定方法

を検討する必要があり，本研究では，次式で与えるこ

ととした．

,(……｡航(等‘）（鋤
４．２地盤濯上の有効性の検討結果

a）最大流体力の空間分布特性

図－１０は，表－３の計算ケースを用いて計算した

最大流体力の空間分布とその発生時刻を示したもので

ある。現況のケース①では，最大流体力は氾濫開始１２

分後に発生し,堤内の広い範囲で５kN７ｍを超える流体

ここに，９ＭＡＸは流量の振幅，刀はその周期である．

聞取り調査では，時間差はあるものの氾濫開始後約

３０分で県道と国道に囲まれた範囲が浸水し，その後約

３０分程度で水が引いたとのことであった．そこで，流

量の周期乃を90分と仮定し,流量振幅9MＡxを数パター

０１２３４５６７８９１０１１

測点ｵ蘇号

図－８計算結果の精度検証
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図－７浸水範囲（氾濫開始後30分；計算値）
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b）浸水経過時間の空間分布特性

図－１１は,堤内地の各点で氾濫開始後の浸水深さが

50ｃｍに達するまでの経過時間を表示したものであり，

図は経過時間がＩ～４分，４～７分，７～１０分，１０～

１３分，１３分以上ごとに色分けしている．まず，現況で

は氾濫後10分程度で堤内全域がほぼ水深50ｃｍまで浸

水しており，聞き取り調査の結果とよく一致する結果

となっている．

次に，現況のケース①と堤内を一律に地盤嵩上げす

るケース②，③とを比較すると，地盤糊上後は現況よ

り浸水経過時間は短くなり，氾濫開始７分までには堤

内地のほとんどの部分が５０ｃｍまで浸水していること

がわかる．また，浸水区域も現況より広がっているの

がわかる．なお，浸水経過時iIUでも股大流体力と同様

にケース②，③の間には顕蒋な差は見られない．

しかしながら，現存の潮溜を残して地盤樹上する

ケース④では，越流後一旦氾濫水は潮溜内に流入する

ため，住宅域での浸水経過時間を遅延することができ，

力が発生し，局所的には８０ｋN/ｍを超えている．羽鳥

（1984)によると，津波災害では流体力が５kN/ｍを超

えると木造住宅の被災が生じると報告されており，今

回の計算結果は堤内の被災状況をよく説明する結果と

なっている．

一方，潮溜も含めて一律な地盤嵩上を行ったケース

②（,.L,+53m)，ケース③（,.L､+5.0m）を現況と比較

すると，最大流体力が発生する時刻は８分ほど遅くな

るとともに,最大流･体力もｌ/１０～l/20程度まで低減で

きることがわかり，流体力の発生範囲は広がるものの

一律な地盤嵩上が最大流体力の低減に関して非常に有

効であることが確認できた．また，ケース②と③を比

較しても顕著な差はみられず，流体力に関して，地盤

嵩上高は周辺状況を考慮したり.L､+5.0ｍで妥当である

こともわかった．

次に,現存の潮溜を残したまま他の部分を，.L､+5.0ｍ

まで地盤糊上するケース④では，般大流体力は氾濫開

始９分後に発生し，その大きさは現況よりも大きい傾

向にある．しかしながら，その発生場所は，潮溜に集

中しており住宅地域における流体力およびその発生範

囲は現況よりも小さくなっている．この理由としては，

紙面の都合で図面は省略するが，氾濫後堤内に越流し

た海水は一旦潮溜に流入し，流速を減じてから住宅地

０１００ＺＯＯ３００ベ 0０５００ C O C

（c)氾濫側始後10分

図－９当日の氾濫状況のIiiij計制･猟結果

70Ｃ

(⑩）

域へと広がっていくためである．このことから，松合

地区で地盤尚I皇を行うj捌合は，潮淵などの水受け部を

併用することは流体力の低減に有効であることがわ

かった．



現況と比較すると，場所によって２～４分程度浸水経

過時間を遅らせることができる．また，浸水範囲も潮

溜を残さないケース②，③に比較してより範囲を狭く

することが可能であり，ほぼ現況の浸水範囲と同じで

ある．これらの結果より，松合地区のような低平地で

地盤嵩上を行う場合は，潮溜を併用することで流体力

の低減のみでなく，浸水時間の遅延も可能となり，有

効な対策工法となりうることが確認できた．

3７

(9)

恥位二分
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鋤
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２５０

２，０

１５０

１００

釦
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４．３防波堤形状変更の有効性の検討結果

防波堤の形状を変更した場合と現況との痕跡高の計

算値を比較したところ，両者には顕著な差は見られず，

痕跡高に対しては防波堤形状の影響は小さいことがわ

かった．しかしながら，計算結果は全体的に実測値よ

りも７０ｃｍ程度高く，過大評価であった．この理由と

しては，今回の計算では左右の境界での海水の出入り

を考慮していないためであり，計算耕度を向上するた

めには，左右の境界条件の検討を行う必要がある．し

かし，防波堤形状と氾濫状況との関係を調べるだけで

あれば，本手法でも十分と考えられ，今回は本手法を

い］
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b）防波堤形状変更後（ケース⑥）

図－１２浸水深50ｃｍまでの経過時間の空間分布

用いて検討を行った．

図一，２．は，現況の防波堤形状（ケース⑤）と変更

後（ケース⑥）の氾濫後浸水深50ｃｍまでの経過時間

を５分毎に色を変えて示したものである．両者を比較

したところ，形状変更後は，氾濫開始５分以内におい

て，潮溜や船溜付近で現況に比較して３分程度浸水時

間を遅延させることができることがわかる．しかし，

氾濫開始５分以降の浸水時間の分布では，顕著な差は

見られない．この結果より，防波堤の形状変更による

避難時間遅延の有効性は氾濫開始後５分以内の初期段

階で顕著であることがわかった．また，最大流体力の

空間分布特性に関しても，両者の間には顕著な差は認

められなかった．

5．結論

本研究では，現地調査により氾濫痕跡高や海水進入

経路を特定し，今回の高潮氾濫災害の被災特性を調べ

るとともに，松合地区における高潮氾濫災害の被災要

因を同地区の歴史的・社会的背景をも含めて調査した．

また，数値解析では氾濫状況や氾濫水の流体力分布を

調べ，氾濫災害のメカニズムや災害対策工法の有効性

の検討を行った．得られた結論を要約すると以下の通

りである．

1．現地調査より，船溜開口部より進入した海水が護

岸を越流し，提内地へ流入したこと，また松合地区

(１０）

での般大湛水高がＴ,Ｐ.＋4.5ｍであることがわかっ

た．

2．今回の災害の家屋損失率と死亡リスクとの関係

は過去の高潮災害との類似性が高く，大量の海水が

短時間で低平地に流入したことによる強大な流体力

が被災要因であることがわかった．

3．今回の被害を大きくした要因としては，氾濫水の

持つ強大な流体力という自然要因のみではなく，満

潮に対する危険意識の低下，ならびに堤内地におい

て防災上適正な土地利用が必ずしも行われてこな

かったという社会的要因もその１つとして考えられ

る．

4．松合地区のような低平地で地盤嵩上を行う場合

は，潮溜を併用することで流体力の低減のみでなく，

浸水時間の遅延も可能となる．また，河川からの氾

濫水の一時貯留効果も考えられるため，非常に有効

な対策工法となりうることを確認した．

5．防波堤の形状変更による避難時間遅延の有効性

は氾濫開始後５分以内の初期段階で顕著であること

がわかった．また，形状変更により波の浸入防止効

果も向上するものと考えられる．

以上のような結果を踏まえ，今後の対策工法としては

非難経路の確保や低平地に高台を作るなどの減災対策

を盛り込んで行く必要がある．
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鮒辞：本研究を遂行するにあたって，松合地区高潮対

策検討委員会，熊本県河川課，同漁港課，ならびに松

合郷土資料館の丸目様には，貴重な資料をご提供して

いただきました．ここに謝意を申し上げます．最後に，

本研究での調査に際して，熊本自然災害研究会から研

究補助を受けました．ここに記して，お礼申し上げま

す．
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